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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　撮影指示信号を送信する携帯機器であって、
　当該携帯機器自体が移動する所定位置を撮影エリアとして設置される撮像制御装置側か
ら発せられる無線電波を受信する受信手段と、
　前記受信手段が受信した無線電波が、撮影を希望した撮影エリアの無線電波か否かを判
別する判別手段と、
　前記受信手段が受信した無線電波の、前記携帯機器が移動するに伴って変化する受信状
況を検出する検出手段と、
　前記判別手段によって前記受信した無線電波が撮影を希望した撮影エリアの無線電波で
あると判別すると、前記検出手段によって検出された受信状況に基づいて前記撮像制御装
置に対して撮影指示信号を送信する送信手段と、
　を備えたことを特徴とする携帯機器。
【請求項２】
　前記検出手段は、当該携帯機器の移動に伴って変化する前記無線電波の受信強度を前記
受信状況として検出し、
　前記送信手段は、前記検出手段によって検出された受信強度に基づいて前記撮影指示信
号を送信する、
　ようにしたことを特徴とする請求項１に記載の携帯機器。
【請求項３】
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　前記検出手段は、当該携帯機器が接近するに伴って増大する前記無線電波の受信強度を
受信状況として検出し、更に、この受信強度に基づいて前記撮像制御装置側の電波到達可
能距離まで接近してから所要時間が経過したタイミングを、前記撮像制御装置による適正
撮影距離の範囲内に到達したタイミングとして検出し、
　前記送信手段は、前記検出手段によって検出されたタイミングで前記撮影指示信号を送
信する、
　ようにしたことを特徴とする請求項２に記載の携帯機器。
【請求項４】
　前記検出手段は、当該携帯機器が接近するに伴って増大する前記無線電波の受信強度を
受信状況として検出し、更に、この受信強度が所定の強度以上に達したタイミングを、前
記撮像制御装置による適正撮影距離の範囲内に到達したタイミングとして検出し、
　前記送信手段は、前記検出手段によって検出されたタイミングで前記撮影指示信号を送
信する、
　ようにしたことを特徴とする請求項２に記載の携帯機器。
【請求項５】
　前記検出手段は、当該携帯機器が接近するに伴って増大する前記無線電波の受信強度を
受信状況として検出し、更に、この受信強度に基づいて前記撮像制御装置までの距離又は
その位置が所定の距離又は位置に達したタイミングを、前記撮影制御装置による適正撮影
距離の範囲内に到達したタイミングとして検出し、
　前記送信手段は、前記検出手段によって検出されたタイミングで前記撮影指示信号を送
信する、
　ようにしたことを特徴とする請求項２に記載の携帯機器。
【請求項６】
　携帯機器自体が移動する所定位置を撮影エリアとして設置される撮像制御装置側から発
せられる無線電波を受信するステップと、
　前記受信した無線電波が、撮影を希望した撮影エリアの無線電波か否かを判別するステ
ップと、
　前記受信した無線電波の、前記携帯機器が移動するに伴って変化する受信状況を検出す
るステップと、
　前記受信した無線電波が撮影を希望した撮影エリアの無線電波であると判別すると、前
記検出された受信状況に基づいて前記撮像制御装置に対して撮影指示信号を送信するステ
ップと、
　を含むことを特徴とする撮像制御方法。
【請求項７】
　コンピュータに対して、
　携帯機器自体が移動する所定位置を撮影エリアとして設置される撮像制御装置側から発
せられる無線電波を受信する機能と、
　前記受信した無線電波が、撮影を希望した撮影エリアの無線電波か否かを判別する機能
と、
　前記受信した無線電波の、前記携帯機器が移動するに伴って変化する受信状況を検出す
る機能と、
　前記受信した無線電波が撮影を希望した撮影エリアの無線電波であると判別すると、前
記検出された受信状況に基づいて前記撮像制御装置に対して撮影指示信号を送信する機能
と、
　を実現させるためのプログラム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、移動する被写体を所定の位置で自動撮影に利用する携帯機器、撮像制御方法
及びプログラムに関する。
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【背景技術】
【０００２】
　従来、移動する被写体を所定の位置で自動撮影を行う技術としては、例えば、次のよう
なものが知られている。すなわち、テーマパークなどの施設内の各場所に常時撮影の撮影
装置が設置されていると共に、リーダ／ライタなどのメディアアクセス装置が設置されて
いる状態において、その施設の利用者は、顧客ＩＤを含む記録メディアを所持して施設を
利用するようにしているが、その際に、記録メディアをメディアアクセス装置に接近又は
接続させると、そのときの位置情報及び時刻情報が記録メディアに書き込まれるようにな
る。そして、利用者は、その施設の退場時に記録メディアを退場口で提示すると、撮影装
置によって常時撮影された画像の中から位置情報及び時刻情報に基づいてその利用者が写
り込まれている部分の画像を抽出することによって、その抽出画像を利用者に提供するよ
うにした技術（映像制作システム、映像制作装置）が提案されている（特許文献１参照）
。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２００７－１６６６３９号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　しかしながら、上述した特許文献の技術にあっては、施設内のアトラクションを利用す
る毎に、その利用者は記録メディアをメディアアクセス装置に接近又は接続させる必要が
あるために、メディアアクセス装置への接近又は接続を忘れてしまうと、希望する画像を
得ることができなくなってしまう。また、常時撮影された画像の中から位置情報及び時刻
情報に基づいてその利用者が写り込まれている部分の画像を抽出するようにしているが、
アトラクションを利用したタイミングと記録メディアに位置情報及び時刻情報が書き込ま
れるタイミングとが大きくずれてしまうと、利用者が写り込まれている部分を抽出するこ
とが困難となる。このような場合、位置情報及び時刻情報をキーとしてその前後を含めて
多くの画像を抽出するようにすると、利用者が写り込まれている部分の画像を抽出する可
能性が高くなるが、画像の抽出量が多く（抽出時間が長く）なり、無駄な画像が多く含ま
れることにもなる。
【０００５】
　本発明の課題は、移動する被写体を所定の位置で自動撮影する際に、その被写体の出現
を的確に捉えて所定の撮影動作を実行できるようにすることである。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　上述した課題を解決するために本発明の携帯機器は、
　撮影指示信号を送信する携帯機器であって、
　当該携帯機器自体が移動する所定位置を撮影エリアとして設置される撮像制御装置側か
ら発せられる無線電波を受信する受信手段と、
　前記受信手段が受信した無線電波が、撮影を希望した撮影エリアの無線電波か否かを判
別する判別手段と、
　前記受信手段が受信した無線電波の、前記携帯機器が移動するに伴って変化する受信状
況を検出する検出手段と、
　前記判別手段によって前記受信した無線電波が撮影を希望した撮影エリアの無線電波で
あると判別すると、前記検出手段によって検出された受信状況に基づいて前記撮像制御装
置に対して撮影指示信号を送信する送信手段と、
　を備えたことを特徴とする携帯機器である。
【００１０】
　上述した課題を解決するために本発明の撮像制御方法は、
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　携帯機器自体が移動する所定位置を撮影エリアとして設置される撮像制御装置側から発
せられる無線電波を受信するステップと、
　前記受信した無線電波が、撮影を希望した撮影エリアの無線電波か否かを判別するステ
ップと、
　前記受信した無線電波の、前記携帯機器が移動するに伴って変化する受信状況を検出す
るステップと、
　前記受信した無線電波が撮影を希望した撮影エリアの無線電波であると判別すると、前
記検出された受信状況に基づいて前記撮像制御装置に対して撮影指示信号を送信するステ
ップと、
　を含むことを特徴とする撮像制御方法である。
【００１２】
　上述した課題を解決するために本発明のプログラムは、
　コンピュータに対して、
　携帯機器自体が移動する所定位置を撮影エリアとして設置される撮像制御装置側から発
せられる無線電波を受信する機能と、
　前記受信した無線電波が、撮影を希望した撮影エリアの無線電波か否かを判別する機能
と、
　前記受信した無線電波の、前記携帯機器が移動するに伴って変化する受信状況を検出す
る機能と、
　前記受信した無線電波が撮影を希望した撮影エリアの無線電波であると判別すると、前
記検出された受信状況に基づいて前記撮像制御装置に対して撮影指示信号を送信する機能
と、
　を実現させるためのプログラムである。
【発明の効果】
【００１３】
　本発明によれば、移動する被写体を所定の位置で自動撮影する際に、その被写体の出現
を的確に捉えて所定の撮影動作を実行することができ、所定の撮影動作を失敗したり無駄
に実行することを防ぐことが可能となる。
【図面の簡単な説明】
【００１４】
【図１】マラソン大会の各参加者の中で撮影を希望した参加者を被写体として、所定の位
置に設置された撮像制御装置１で自動撮影する撮影システムの概要を示したブロック図。
【図２】（１）、（２）は、マラソンコースの希望する撮影エリアで参加者を撮影した撮
影画像を例示した図。
【図３】撮像制御装置１の基本的な構成要素を示したブロック図。
【図４】携帯機器２の基本的な構成要素を示したブロック図。
【図５】管理サーバ装置５側に設けたユーザテーブル５ａを説明するための図。
【図６】（１）～（３）は、マラソンコースに沿って設置された複数の撮像制御装置１が
被写体（撮影希望の参加者）を撮影するタイミングを説明するための図。
【図７】管理サーバ装置５側の動作概要を説明するためのフローチャート。
【図８】携帯機器２側の動作概要を説明するためのフローチャート。
【図９】撮像制御装置１側の動作概要を説明するためのフローチャート。
【図１０】第２実施形態において撮像制御装置１側の動作概要を説明するためのフローチ
ャート。
【図１１】第２実施形態の変形例として、携帯機器２からのビーコン信号の受信強度と、
撮像制御装置１を基準として携帯機器２までの距離又は携帯機器２の位置との関係を概念
的に説明するための図。
【図１２】第３実施形態において管理サーバ装置５側の動作概要を説明するためのフロー
チャート。
【図１３】第３実施形態において携帯機器２側の動作概要を説明するためのフローチャー
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ト。
【図１４】第３実施形態において撮像制御装置１側の動作概要を説明するためのフローチ
ャート。
【図１５】第４実施形態において携帯機器２側の動作概要を説明するためのフローチャー
ト。
【発明を実施するための形態】
【００１５】
　以下、本発明の実施の形態について、図面を参照して詳細に説明する。
（実施形態１）
　先ず、図１～図９を参照して本発明の第１実施形態を説明する。
　本実施形態は、競技（マラソン大会）の各参加者の中で撮影を希望した参加者を被写体
として、所定の位置に設置された撮像制御装置１で自動撮影する撮影システムを例示した
もので、図１は、その撮影システムの概要を示したブロック図である。この撮影システム
は、マラソンコース（移動ルート）に沿った複数の箇所で、移動する被写体（撮影希望の
参加者：マラソンランナ）を所定の位置で自動撮影する通信システムである。
【００１６】
　すなわち、撮影システムは、マラソンコースに沿って複数箇所に設置された撮像制御装
置１と、撮影希望の各参加者所持の携帯機器（例えば、音楽プレーヤ）２を備え、この撮
像制御装置１と携帯機器２との間では、無線ＬＡＮ（Local　Area　Network）を介して無
線通信を行うようにしている。また、撮像制御装置１、参加者側の携帯機器２又は図示省
略のＰＣ（パーソナルコンピュータ）、タブレット端末などは、公衆無線通信網３及びイ
ンターネット４を介して管理サーバ装置５に接続可能となっている。
【００１７】
　撮像制御装置１は、設置型の高画質で広画角の撮影が可能な撮像部（カメラ部）を備え
、マラソンコースに沿って複数設置されており、被写体（撮影希望の参加者）がその設置
位置付近に出現をしたこと、つまり、適正撮影距離（例えば、撮影エリア：被写体深度）
の範囲内に到達したことを的確に捉えて広角などで被写体（撮影希望の参加者）を撮影す
るようにしている。すなわち、撮像制御装置１は、携帯機器２から無線ＬＡＮのアクセス
ポイントとして発信される無線電波（ビーコン信号）を受信すると、携帯機器２の移動に
応じて変化するビーコン信号の受信状況を検出し、この受信状況に基づいて撮影動作を制
御するようにしている。
【００１８】
　なお、図示の例では、マラソンコースに沿って設置されている複数台の撮像制御装置１
として、スタート地点の撮影エリアに設置されている撮像制御装置１と、スタート地点か
ら所定距離、例えば、５ｋｍ付近の撮影エリアに設置されている撮像制御装置１と、１０
ｋｍ付近の撮影エリアに設置されている撮像制御装置１と、ゴール地点の撮影エリアに設
置されている撮像制御装置１を示しているが、これに限らないことは勿論である。また、
例えば、各撮影エリアに設置される撮像制御装置１は一台に限らず、例えば、一つの撮影
エリア内に、正面向き撮影用や横向き撮影用のように撮影する方向や撮影の仕方が異なる
複数台の撮像制御装置１をそれぞれ設置するようにしてもよい。この場合、一台の撮像制
御装置１が複数の撮像部を備えるようにしてもよい。
【００１９】
　ここで、無線電波（ビーコン信号）の受信状況とは、無線電波の受信強度の変化を示し
、ビーコン信号の受信強度は、撮像制御装置１から携帯機器２までの距離によって異なる
が、携帯機器２が接近するに伴って徐々に増大する。第１実施形態の撮像制御装置１では
、携帯機器２が接近するに伴って増大するビーコン信号の受信強度に基づいて携帯機器２
が撮像制御装置１の電波受信可能距離（無線ＬＡＮの通信有効エリア）まで接近したかを
検出し、この電波受信可能距離まで接近してから撮像部による適正撮影距離の範囲内に到
達するまでに要する所要時間を特定し、この所要時間が経過したタイミングを受信状況と
して検出するようにしている。この場合、受信アンテナ（図示省略）の出力電力を電界強
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度に変換することによってビーコン信号の受信状況（受信強度）を得るようにしている。
【００２０】
　撮像制御装置１の電波受信可能距離（無線ＬＡＮの通信有効エリア）は、携帯機器２の
接近に応じてそのビーコン信号を撮像制御装置１が安定的に受信することが可能となった
最初の距離（撮像制御装置１を起点とする携帯機器２までの距離）である。なお、図中、
マラソンコースに沿って配置された破線の円は、撮像制御装置１の電波受信可能距離を示
している。また、撮像制御装置１は、受信アンテナを内蔵しているが、その設置位置（通
信環境）によっては外付けアンテナ（図示省略）などを設置するようにしてもよい。
【００２１】
　携帯機器２は、携帯端末装置（例えば、音楽プレーヤ）であり、アクセスポイントとし
て無線電波によるビーコン信号を発信する無線ＬＡＮ機能を備え、例えば、２．４Ｇｈｚ
又は５ＧＨｚの周波数帯域でビーコン信号を出力するようにしているが、例えば、２．４
ＧＨｚでは１３チャンネル、５ＧＨｚでは１９チャンネルを使用して同一撮影エリア内で
の電波干渉を防ぐようにしている。なお、本実施形態において携帯機器２は、予め決めら
れている所定の発信強度（出力強度）でビーコン信を発信するようにしている。また、本
実施形態では携帯機器２として音楽プレーヤを例示した場合であるが、音楽プレーヤに限
らず、多機能型の携帯電話機（スマートフォン）などの携帯端末装置であってもよい。な
お、撮像制御装置１は、スマートフォンのように表示部を備えた電子機器２であれば、撮
像制御装置１から携帯機器２に撮影画像を送信してその表示部に表示させることが可能と
なる。
【００２２】
　管理サーバ装置５は、競技（マラソン大会）の全体の運営を管理したり、複数の撮像制
御装置１から撮影画像を収集して記憶管理したり、その撮影画像を希望者の端末装置に有
料配信する配信サービスを行ったりする。ここで、管理サーバ装置５は、マラソン大会へ
の参加者を募集してその登録を行うようにしているが、その参加者は、マラソンコースの
どの箇所で撮影を希望するか、どのような撮影条件（例えば、広角撮影、ズーム撮影など
）での撮影を希望するのかを任意に登録可能となっている。その参加者に関する情報は、
管理サーバ装置側に備えられたユーザテーブル５ａに登録される。
【００２３】
　図２は、マラソンコースの希望する撮影エリアで参加者を撮影した撮影画像を例示した
図である。
　図２（１）は、スタート地点から所定距離の撮影エリアで撮影された撮影画像を例示し
た図で、建造物（スカイツリー）の全体が収まり、かつ参加者をその横方向から撮影する
ことが可能なボジションに撮像制御装置１が設置されている場合を示している。図２（２
）は、ゴール地点の撮影エリアで撮影された撮影画像を例示した図で、ゴール地点の横断
幕の全体が収まり、かつ、参加者をその正面方向から撮影することが可能なボジシトョン
に撮像制御装置１が設置されている場合を示している。なお、図中、破線の円は、撮像制
御装置１の電波受信可能距離（無線ＬＡＮの通信有効エリア）を示している。
【００２４】
　図３は、撮像制御装置１の基本的な構成要素を示したブロック図である。
　撮像制御装置１は、静止画像のほかに動画像の撮影も可能なデジタルカメラ部（撮像部
）を備え、撮像機能、計時機能などの基本的な機能のほかに、無線ＬＡＮ機能、画像配信
機能などを備えている。制御部１１は、電源部（二次電池）１２からの電力供給によって
動作し、記憶部１３内の各種のプログラムに応じてこの撮像制御装置１の全体動作を制御
するもので、この制御部１１には図示しないＣＰＵ（中央演算処理装置）やメモリなどが
設けられている。
【００２５】
　記憶部１３は、例えば、ＲＯＭ、フラッシュメモリなどを有する構成で、後述する図９
に示した動作手順に応じて本実施形態を実現するためのプログラムや各種のアプリケーシ
ョンなどが格納されているプログラムメモリ１３ａと、この撮像制御装置１が動作するた
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めに必要となる各種の情報（例えば、フラグ、タイマなど）を一時的に記憶するワークメ
モリ１３ｂと、撮影画像を記録保存する画像メモリ５ａなどを有している。なお、記憶部
１３は、例えば、ＳＤカード、ＩＣカードなど、着脱自在な可搬型メモリ（記録メディア
）を含む構成であってもよく、図示しないが、通信機能を介してネットワークに接続され
ている状態においては所定のサーバ装置側における記憶領域を含むものであってもよい。
【００２６】
　操作部１４は、押しボタン式のキーとして、図示省略したが、撮影モードと再生モード
を任意に切り替えるモード変更キー、露出やシャッタスピードなどの撮影条件の設定操作
などを行うための各種のキー（図示省略）を備え、制御部１１は、この操作部１４から操
作キーに対応して出力される入力操作信号に応じて、例えば、モード変更処理、撮影条件
の設定処理などを行う。撮像部１５は、光学レンズからの被写体像が撮像素子（ＣＣＤや
ＣＭＯＳなど）に結像されることにより被写体を高精細に撮影可能なカメラ部を構成する
もので、撮影レンズ（例えば、ズームレンズ）部１５ａ、撮像素子１５ｂ、各種のセンサ
１５ｃ、アナログ処理部１５ｄ、デジタル処理部１５ｅを有し、光電変換された画像信号
（アナログ値の信号）は、色分離やＲＧＢの色成分毎のゲイン調整などが行われた後、デ
ジタル値のデータに変換される。デジタル変換された画像データは、色補間処理（デモザ
イク処理）が施されて表示部１６にフルカラー表示される。
【００２７】
　無線ＬＡＮ通信部１７は、無線ＬＡＮ機能であるＷＩ-Ｆｉ（ワイファイ、Wireless　F
idelity）を構成するもので、ピア・ツー・ピアで送受信する機能と、公衆無線通信網３
、インターネット４を介して画像を送信する機能を有している。ここで、ピア・ツー・ピ
アで送受信を行う機能は、電源オンによって起動し、携帯機器２との間でアドホック接続
するために無線ＬＡＮアクセスポイント（ＡＰ）として待ち受け状態になる。ここで、撮
像制御装置１は、携帯機器２との接続が確立されると、撮影可能な状態となり、その撮影
された画像は画像メモリ１３ｃに記録保存される。
【００２８】
　図４は、携帯機器２の基本的な構成要素を示したブロック図である。
　携帯機器２は、無線ＬＡＮ機能を備えた携帯型の音楽プレーヤで、制御部２１は、電源
部（二次電池）２２からの電力供給によって動作し、記憶部２３内の各種のプログラムに
応じてこの携帯機器２の全体動作を制御するもので、この制御部２１には図示しないＣＰ
Ｕ（中央演算処理装置）やメモリなどが設けられている。記憶部２３は、例えば、ＲＯＭ
、フラッシュメモリなどを有する構成で、後述する図８に示した動作手順に応じて本実施
形態を実現するためのプログラムや各種のアプリケーションなどが格納されている。操作
部２４は、音楽の再生を指示する再生キー、無線電波の発信／停止を指示する発信／停止
キーなどを備えている。音声出力部２５は、ヘッドフォン型のスピーカ（図示省略）を備
え、音声を発生出力する。無線ＬＡＮ通信部２６は、無線ＬＡＮ機能であるＷＩ-Ｆｉを
構成するもので、撮像制御装置１との間ではピア・ツー・ピアで送受信を行う。
【００２９】
　図５は、管理サーバ装置５側のユーザテーブル５ａを説明するための図である。
　ユーザテーブル５ａは、マラソン大会の各参加者の中で撮影を希望した参加者に関する
情報を記憶管理するテーブルで、「ユーザＩＤ」、「機器ＩＤ」、「平均走行速度」、「
希望撮影エリア」、「希望エリア別撮影条件」、「適正撮影距離までの所要時間」の各項
目を有している。「ユーザＩＤ」は、撮影を希望した参加者（撮影対象）を識別するため
の情報（撮影対象識別情報）であり、同様に、「機器ＩＤ」は、その撮影希望参加者が所
持する携帯機器２を識別するための情報（撮影対象識別情報）である。「平均走行速度」
は、その参加者がマラソンコース全体を走行する平均的に速度（例えば、過去の走行履歴
を参照して自己申告した速度）を示している。なお、「平均走行速度」は、予め用意され
ている複数種の候補（走行速度）の中から任意の候補を選択したものであってもよい。
【００３０】
　「希望撮影エリア」は、マラソンコース上の各撮影エリアのうち、どのエリアでの撮影
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を希望するかを示し、例えば、スタート地点付近、５ｋｍ付近、１０ｋｍ付近、ゴール地
点付近の各撮影エリアの中から任意に選択された撮影エリアである。「希望エリア別撮影
条件」は、希望エリア」毎に、どのような撮影条件（例えば、広角撮影、ズーム撮影など
）での撮影を希望するかを示している。「適正撮影距離までの所要時間」は、携帯機器２
を所持しているユーザ（参加者）が撮像制御装置１の電波受信可能距離まで接近してから
その撮像部１５の適正撮影距離の範囲内に到達するまでに要する所要時間を示し、撮像制
御装置１の電波受信可能距離、撮像部１５の適正撮影距離、ユーザの平均走行速度によっ
て特定された時間である。
【００３１】
　図６は、参加者を撮影するタイミングを説明するための図である。
　図６（１）は、マラソンスタートからゴールまでの経過時間を示している。図６（２）
は、撮像制御装置１と携帯機器２との無線接続状態をハイレベル（接続）／ローレベル（
非接続）の波形で示したもので、その立ち上がりは、携帯機器２が撮像制御装置１に接近
することによって携帯機器２からのビーコン信号が撮像制御装置１によって受信すること
が可能となった距離（電波受信可能距離）となったタイミングを示している。
【００３２】
　図６（３）は、撮影動作を開始する撮影タイミングを示し、この撮影タイミングは、電
波受信可能距離から「適正撮影距離までの所要時間」が経過した時である。撮像制御装置
１は、この撮影タイミングに到達すると、所定の撮影動作として、複数コマを高速に連続
撮影する動作を開始する。なお、所定の撮影動作としては、連続撮影に限らず、例えば、
一定時間毎に撮影を行うインターバル撮影を開始するようにしてもよく、更に、複数コマ
（例えば、３コマ）の連続撮影を一定時間（例えば、１秒間隔）毎に繰り返すインターバ
ル撮影を開始するようにしてもよい。更に、所定の撮影動作は静止画撮影に限らず、動画
撮影であってもよい。
【００３３】
　このように第１実施形態において撮像制御装置１は、携帯機器（例えば、音楽プレーヤ
）２が移動する所定位置を撮影エリアとして設置される撮像手段（撮像部１５）と、前記
携帯機器２から発せられる無線電波（ビーコン信号）を受信する受信手段（無線ＬＡＮ通
信部１７）と、前記受信手段が受信した無線電波に基づいて、前記携帯機器が移動するに
伴って変化する無線電波の受信状況（例えば、電波の受信強度）を検出する検出手段（制
御部１１、プログラムメモリ１３ａ）と、前記検出手段によって検出された受信状況に基
づいて前記撮像手段による所定の撮影動作（例えば、連続撮影の動作）を制御する制御手
段（制御部１１、プログラムメモリ１３ａ）と、を備える構成となっている。
【００３４】
　次に、第１実施形態における撮影システムを構成する撮像制御装置１、携帯機器２、管
理サーバ装置５の動作概念を図７～図９に示すフローチャートを参照して説明する。ここ
で、これらのフローチャートに記述されている各機能は、読み取り可能なプログラムコー
ドの形態で格納されており、このプログラムコードにしたがった動作が逐次実行される。
また、ネットワークなどの伝送媒体を介して伝送されてきた上述のプログラムコードに従
った動作を逐次実行することもできる。このことは後述する他の実施形態においても同様
であり、記録媒体のほかに、伝送媒体を介して外部供給されたプログラム／データを利用
して本実施形態特有の動作を実行することもできる。
【００３５】
　図７は、管理サーバ装置５の動作概要（実施形態の特徴的な動作）を説明するためのフ
ローチャートであり、電源投入に応じて実行開始される。
　先ず、管理サーバ装置５は、マラソン大会を開催するに当たってその参加者を募集して
いる募集期間中に、参加者側のＰＣやタブレット端末などからその応募申込みを受け付け
たかを調べたり（ステップＡ１）、マラソンコースに複数台の撮像制御装置１を設営し終
わった場合などのように各撮像制御装置１の設営完了を指示する操作が行われたかを調べ
たり（ステップＡ６）、電源オフ操作が行われたかを調べたりする（ステップＡ９）。



(9) JP 6252967 B2 2017.12.27

10

20

30

40

50

【００３６】
　いま、マラソン大会への応募申込みを受け付けたときには（ステップＡ１でＹＥＳ）、
その参加者に関する情報を登録するための登録シートをその応募者側（携帯機器２あるい
は他の端末装置）に送信する（ステップＡ２）。そして、必要事項が記載された登録シー
トがその応募者から返信されると、その記載内容をユーザテーブル５ａに登録する処理を
行う（ステップＡ３）。この場合、管理サーバ装置５は、「ユーザＩＤ」、「機器ＩＤ」
、「平均走行速度」、「希望撮影エリア」「希望エリア別撮影条件」を含むレコードを生
成してユーザテーブル５ａに追加登録する。
【００３７】
　そして、管理サーバ装置５は、予め決められている撮像制御装置１の電波受信可能距離
、撮像部１５の適正撮影距離、ユーザの「平均走行速度」に基づいて、参加者所持の携帯
機器２が撮像制御装置１の電波受信可能距離に到達してから適正撮影距離に到達するまで
に要する所要時間を特定し（ステップＡ４）、ユーザテーブル５ａの「適正撮影距離まで
の所要時間」の項目に追加登録する（ステップＡ５）。以下、応募申込みを受け付ける毎
に上述の動作を繰り返す（ステップＡ１～Ａ５）。
【００３８】
　一方、撮像制御装置１の設営完了を指示する操作が行われたときには（ステップＡ６で
ＹＥＳ）、管理サーバ装置５は、ユーザテーブル５ａの先頭レコードから１レコードを指
定してその「希望撮影エリア」を参照し、そのレコードを当該エリア対応の撮像制御装置
１に送信する処理を行う（ステップＡ７）。そして、ユーザテーブル５ａの全てのレコー
ドを各撮像制御装置１に送信し終わったかを調べ（ステップＡ８）、全てのレコードを送
信し終わるまで上述のステップＡ７に戻り、指定レコードをエリア対応の撮像制御装置１
に送信する処理を順次繰り返す。これによって全てのレコードを各撮像制御装置１に送信
する処理が終わったときには（ステップＡ８でＹＥＳ）、最初のステップＡ１に戻る。ま
た、電源オフ操作が行われたときには（ステップＡ９でＹＥＳ）、図７のフローの終了と
なる。
【００３９】
　また、電源がオフされなかったときには（ステップＡ９でＮＯ）、その他の操作に応じ
た処理に移る（ステップＡ１０）。例えば、マラソンのスタート直前にはそのスタート地
点の撮影エリアに設置されている撮像制御装置１に対して撮影準備を指示するスタンバイ
指令を送信し、その所定時間後に５キロ地点の撮影エリアに設置されている撮像制御装置
１にスタンバイ指令を送信するなど、マラソンコースに沿って各撮影エリアに設置されて
いる複数の撮像制御装置１を順次指定しながら撮影準備を指示するスタンバイ指令を送信
する処理を行う。その他、各撮像制御装置１によって撮影された各撮影画像を収集して記
憶管理する処理を行ったり、参加者などが希望する撮影画像を１の参加者側の端末装置に
配信して画像販売を行ったりする。
【００４０】
　図８は、携帯機器２側の動作概要（実施形態の特徴的な動作）を説明するためのフロー
チャートであり、予め用意されているマラソン大会用のアプリケーション（マラソンアプ
リ）を参加者側の操作により起動させることによって実行開始される。なお、音楽再生を
行いながらマラソンアプリを動作させることも可能となっている。
　携帯機器２の制御部２１は、参加者側の操作によりマラソンアプリが起動されると、無
線ＬＡＮ通信部２６を起動させる（ステップＢ１）。そして、マラソン大会の応募申込み
時に管理サーバ装置５から発行された「ユーザＩＤ」又は「機器ＩＤ」を読み出し（ステ
ップＢ２）、この「ユーザＩＤ」又は「機器ＩＤ」を含むビーコン信号を無線ＬＡＮ通信
部２６から発信する動作を開始する（ステップＢ３）。なお、このビーコン信号には「ユ
ーザＩＤ」と「機器ＩＤ」の両方を含むようにしてもよい。
【００４１】
　そして、マラソンアプリの終了を指示する操作が行われたかを調べたり（ステップＢ４
）、ビーコン信号の発信タイミング（例えば、１００ミリ秒間隔）になったかを調べたり
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する（ステップＢ５）。ここで、発信タイミングでなければ（ステップＢ５でＮＯ）、上
述のステップＢ４に戻るが、発信タイミングであれば（ステップＢ５でＹＥＳ）、上述の
ステップＢ３に移り、「ユーザＩＤ」又は「機器ＩＤ」を含むビーコン信号を発信する。
以下、発信タイミング毎にビーコン信号を発信する動作を繰り返す。そして、例えば、ゴ
ール地点に到達したり、途中でリタイヤしたりした場合にマラソンアプリの終了を指示す
る操作が行われたときには（ステップＢ４でＹＥＳ）、図８のフローの終了となる。
【００４２】
　図９は、撮像制御装置１側の動作概要（実施形態の特徴的な撮影制御に関する動作）を
説明するためのフローチャートである。
　先ず、撮像制御装置１の制御部１１は、管理サーバ装置５からユーザテーブル５ａのレ
コード内容を受信したかを調べたり（ステップＣ１）、管理サーバ装置５から撮影準備を
指示するスタンバイ指令を受信したかを調べたりする（ステップＣ３）。いま、管理サー
バ装置５からユーザテーブル５ａのレコード内容を受信したときには（ステップＣ１でＹ
ＥＳ）、受信レコードをエリアテーブル（図示省略）に登録する処理を行う。なお、この
エリアテーブルは、撮影エリア毎（撮像制御装置１毎）に設けられたテーブルで、ユーザ
テーブル５ａのレコード内容として、上述の「ユーザＩＤ」、「機器ＩＤ」、「希望エリ
ア別撮影条件」、「適正撮影距離までの所要時間」の項目を有している。
【００４３】
　一方、管理サーバ装置５から撮影準備を指示するスタンバイ指令を受信したときには（
ステップＣ３でＹＥＳ）、無線ＬＡＮ通信部１７を起動させて（ステップＣ４）、携帯機
器２から発生される無線電波（撮影指示信号）の待ち受け状態になる（ステップＣ５）。
この状態において携帯機器２からのビーコン信号を受信すると（ステップＣ５でＹＥＳ）
、つまり、携帯機器２が撮像制御装置１の電波受信可能距離まで到達すると、撮像制御装
置１は、受信したビーコン信号の中から「ユーザＩＤ」又は「機器ＩＤ」を取得し（ステ
ップＣ６）、その「ユーザＩＤ」又は「機器ＩＤ」に基づいて上述のエリアテーブルを参
照する（ステップＣ７）。その結果、該当する「ユーザＩＤ」又は「機器ＩＤ」が上述の
エリアテーブルに登録されているか、つまり、正規の登録参加者（携帯機器２）からの撮
影指示信号を受信したのかを判別する（ステップＣ８）。
【００４４】
　いま、正規の登録参加者からの受信でなければ（ステップＣ８でＮＯ）、その受信を無
視するために上述の待ち受け状態に戻るが（ステップＣ５）、正規の登録参加者からの受
信であれば（ステップＣ８でＹＥＳ）、今回の取得ＩＤは受信済みリスト（図示省略）に
記憶されている受信済みＩＤであるかを調べる（ステップＣ９）。ここで、今回の取得Ｉ
Ｄが受信済みリストに記憶されていなければ（ステップＣ９でＮＯ）、つまり、新たな参
加者が撮像制御装置１の電波受信可能距離に到達したときには、その取得ＩＤを受信済み
リストに追加登録すると共に（ステップＣ１０）、そのＩＤ対応の「適正撮影距離までの
所要時間」を上述のエリアテーブルから読み出し（ステップＣ１１）、そのＩＤ対応のタ
イマ（減算タイマ：図示省略）にその所要時間をセットしてその計測動作（減算動作）を
スタートする（ステップＣ１２）。その後、上述のステップＣ５に戻る。
【００４５】
　また、今回の取得ＩＤが受信済みリストに記憶されていれば（ステップＣ９でＹＥＳ）
、その参加者が既に撮像制御装置１の電波受信可能距離の範囲内に居る場合であるから次
のステップＣ１３に移り、そのＩＤ対応のタイマはタイムアウト（その値は“０”）とな
ったかを調べる。いま、タイムアウトにならなければ（ステップＣ１３でＮＯ）、その参
加者が適正撮影距離まで到達していない場合であるから上述の待ち受け状態に戻るが（ス
テップＣ５）、タイムアウトとなったときには（ステップＣ１３でＹＥＳ）、その参加者
（携帯機器２）が適正撮影距離に到達したタイミングであると判断して、そのＩＤ及び撮
影エリア対応の「希望エリア別撮影条件」を上述のエリアテーブルから読み出す（ステッ
プＣ１４）。
【００４６】
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　そして、撮像部１５を起動してその撮影条件に応じた撮影動作を開始してその撮影画像
を圧縮記録する撮影処理を行う（ステップＣ１５）。この場合、例えば、複数コマを高速
に連続撮影する動作を行う。また、撮影画像を圧縮して記録する際には、その「ユーザＩ
Ｄ」又は「機器ＩＤ」に対応付けて画像メモリ１３ｃに記録保存する。そして、今回の取
得ＩＤの中から撮影が完了したＩＤを削除する処理を行う（ステップＣ１６）。ここで、
全ての参加者が撮像制御装置１を通過した場合などのように撮影終了を指示する操作が行
われたかを調べ（ステップＣ１７）、撮影終了が指示されるまで上述の待ち受け状態に戻
る（ステップＣ５）。以下、ビーコン信号を受信する毎に上述の動作を繰り返す（ステッ
プＣ５～Ｃ１７）。そして、撮影終了が指示されたときには（ステップＣ１７でＹＥＳ）
、図９のフローの終了となる。
【００４７】
　以上のように、第１実施形態において撮像制御装置１は、携帯機器２が移動する所定位
置を撮影エリアとして撮像部１５が設置されている状態において、携帯機器２から発せら
れる無線電波（ビーコン信号）を受信すると、携帯機器２が移動するに伴って変化する無
線電波の受信状況を検出し、この受信状況に基づいて、撮像部１５の所定の撮影動作を制
御するようにしたので、移動する被写体（携帯機器２所持の参加者）を所定の位置で自動
撮影する際に、その被写体の出現を的確に捉えて撮影することができ、撮影の失敗や無駄
な撮影を防ぐことが可能となる。
【００４８】
　撮像制御装置１は、携帯機器２の接近に応じて刻々と増大するビーコン信号の受信強度
を受信状況として検出し、この受信強度に基づいて撮影動作を制御するようにしたので、
携帯機器２側にＧＰＳ（Global　Positioning　System）機能が備えられていなくても携
帯機器２の接近を的確に検出して撮影することができ、携帯機器２は、無線電波（ビーコ
ン信号）を発信するという簡素な構成で足りる。
【００４９】
　撮像制御装置１は、携帯機器２が接近するに伴って増大する無線電波（ビーコン信号）
の受信強度に基づいて携帯機器２が電波受信可能距離まで接近してから適正撮影距離の範
囲内に到達するまでに要する所要時間が経過したタイミングを受信状況として検出し、こ
のタイミングで撮影動作を制御するようにしたので、適正撮影距離に到達したことを的確
に捉えて撮影することができる。
【００５０】
　撮像制御装置１は、受信したビーコン信号に含まれている「ユーザＩＤ」又は「機器Ｉ
Ｄ」を撮影画像に対応付けて画像メモリ１３ｃに記録保存するようにしたので、特別な操
作を行うことなく、撮影画像の被写体を的確に識別することが可能となる。
【００５１】
　撮像制御装置１は、受信したビーコン信号に含まれている「ユーザＩＤ」又は「機器Ｉ
Ｄ」に基づいて予め登録されている正規な登録参加者であるかを判別し、正規な登録参加
者であることを条件に撮影動作を開始するようにしたので、マラソン大会のように大勢が
参加している場合でも登録参加者を的確に探し出してその撮影を行うことができる。
【００５２】
　なお、上述した第１実施形態においては、撮像部１５を内蔵型の撮像制御装置１を例示
したが、撮像部１５と無線ＬＡＮ通信部１７の受信アンテナをその本体装置から分離した
構成であってもよい。
【００５３】
　上述した第１実施形態においては、無線電波（ビーコン信号）の受信強度に基づいて携
帯機器２までの距離が電波受信不能距離から電波受信可能距離に変化してからの所要時間
が経過したタイミングで撮影動作を制御するようにしたので、携帯機器２の移動方向に対
する正面側をより的確に捉えて撮影することができるが、無線電波（ビーコン信号）の受
信強度に基づいて携帯機器２までの距離が電波受信可能距離から電波受信不能距離に変化
する所要時間前に撮影された撮影画像を記録保存するようにしてもよい。すなわち、撮像
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制御装置１は、電波受信可能距離に達してから電波受信不能距離に達するまでの間、撮影
動作を継続すると共に、一定数の画像を一時記憶するメモリにその撮影画像を循環的に順
次記録する動作を行う。このように一時メモリの内容を常に更新しながら撮影動作を継続
している状態において、撮像制御装置１は、電波受信不能距離に達したことを検出すると
、その検出時から所定時間だけ過去に遡った位置に一時記憶されている撮影画像のみを抽
出して記録保存するようにしてもよい。これによって所定時間の長さに応じて被写体（携
帯機器２所持の参加者）をその側面や背面など、任意の方向で撮影した画像を記録保存す
ることが可能となる。この場合、例えば、一つの撮像部を回転させることによりその撮影
方向を正面向きから横向きに変更したり、背面向きに変更したりするようにしてもよい。
又は撮像制御装置１に撮影方向が異なる複数の撮像部を用意したりするようにしてもよい
。
【００５４】
　（第２実施形態）
　以下、この発明の第２実施形態について図１０を参照して説明する。
　なお、上述した第１実施形態において撮像制御装置１は、その電波受信可能距離まで携
帯機器２が接近してから適正撮影距離の範囲内に到達するまでに要する所要時間を特定し
、この所要時間が経過するタイミングで撮影動作を行うようにしたが、この第２実施形態
において撮像制御装置１は、携帯機器２が接近するに伴って増大するビーコン信号の受信
強度を受信状況として検出すると共に、この受信強度が所定の強度以上に達したタイミン
グを、携帯機器２が適正撮影距離の範囲内に到達したタイミングとして検出し、このタイ
ミングで撮影動作を制御するようにしている。ここで、両実施形態において基本的あるい
は名称的に同一のものは、同一符号を付して示し、その説明を省略すると共に、以下、第
２実施形態の特徴部分を中心に説明するものとする。
【００５５】
　図１０は、第２実施形態において撮像制御装置１側の動作概要（本実施形態の特徴的な
撮影制御に関する動作）を説明するためのフローチャートである。なお、図９のフローチ
ャートと基本的に同一部分はその説明を簡単に行うものとする。
　先ず、図９のフローと同様に、管理サーバ装置５からユーザテーブル５ａのレコード内
容を受信したときには（ステップＤ１でＹＥＳ）、受信レコードをエリアテーブル（図示
省略）に登録する処理を行う（ステップＤ２）。一方、管理サーバ装置５から撮影準備を
指示するスタンバイ指令を受信したときには（ステップＤ３でＹＥＳ）、無線ＬＡＮ通信
部１７を起動させて（ステップＤ４）、携帯機器２から発生される無線電波（ビーコン信
号）の待ち受け状態になる（ステップＤ５）。
【００５６】
　この状態において、携帯機器２からのビーコン信号を受信すると（ステップＤ５でＹＥ
Ｓ）、つまり、携帯機器２が撮像制御装置１の電波受信可能距離に到達すると、撮像制御
装置１は、受信したビーコン信号の中から「ユーザＩＤ」又は「機器ＩＤ」を取得し（ス
テップＤ６）、その「ユーザＩＤ」又は「機器ＩＤ」に基づいて上述のエリアテーブルを
参照する（ステップＤ７）。その結果、該当する「ユーザＩＤ」又は「機器ＩＤ」が上述
のエリアテーブルに登録されているか、つまり、正規の登録参加者（携帯機器２）からビ
ーコン信号を受信したのかを判別する（ステップＤ８）。いま、正規の登録参加者からの
受信でなければ（ステップＤ８でＮＯ）、その受信を無視するために上述の待ち受け状態
に戻るが（ステップＤ５）、正規の登録参加者からの受信であれば（ステップＤ８でＹＥ
Ｓ）、既に受信可能な状態となっているビーコン信号の受信強度を検出する（ステップＤ
９）。
【００５７】
　そして、この受信強度が所定の強度以上に達したか、つまり、携帯機器２の接近によっ
て受信強度が増大して、適正撮影距離の範囲内に到達したかを調べる（ステップＤ１０）
。いま、所定の強度未満であれば（ステップＤ１０でＮＯ）、上述の待ち受け状態に戻る
が（ステップＤ５）、所定の強度以上に達したときには（ステップＤ１０でＹＥＳ）、つ
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まり、携帯機器２が接近して適正撮影距離に到達したときには、そのＩＤ及び撮影エリア
対応の「希望エリア別撮影条件」を上述のエリアテーブルから読み出し（ステップＤ１１
）、この撮影条件に応じて所定の撮影動作を開始してその撮影画像を圧縮記録する撮影処
理を行う（ステップＤ１２）。そして、全ての参加者が撮像制御装置１を通過した場合な
どのように撮影終了を指示する操作が行われたかを調べ（ステップＤ１３）、撮影終了が
指示されるまで上述の待ち受け状態に戻る（ステップＤ５）。以下、ビーコン信号を受信
する毎に上述の動作を繰り返す（ステップＤ５～Ｄ１３）。そして、撮影終了が指示され
たときには（ステップＤ１３でＹＥＳ）、図１０のフローの終了となる。
【００５８】
　以上のように、第２実施形態において撮像制御装置１は、携帯機器２が移動する所定位
置を撮影エリアとして撮像部１５が設置されている状態において、携帯機器２が接近する
に伴って増大する携帯機器２からの無線電波（ビーコン信号）が受信可能な状態になって
から、更に携帯機器２が接近するに伴って増大する無線電波（ビーコン信号）の受信強度
を受信状況として検出すると共に、その受信強度が所定の強度以上に達したタイミングを
、携帯機器２が適正撮影距離の範囲内に到達したタイミングとして検出し、このタイミン
グで撮像部１５の所定の撮影動作を制御するようにしたので、携帯機器２側にＧＰＳ機能
が備えられていなくても携帯機器２の接近を的確に捉えて所定の撮影動作を実行すること
ができ、所定の撮影動作を失敗したり、無駄に実行することを防ぐことが可能となる。
【００５９】
　なお、上述した第２実施形態において撮像制御装置１は、携帯機器２から発せられるビ
ーコン信号の受信強度が所定の強度以上に達したタイミングを検出するようにしたが、ビ
ーコン信号の受信強度の変化状態として、例えば、比率、変化量が所定の値に達したタイ
ミングを検出するようにしてもよい。このように受信強度の変化状態を検出するようにす
れば、携帯機器２から発信されるビーコン信号の発信強度（出力強度）が相違していたり
、撮像制御装置１毎にその受信感度が相違していたりしてもその影響を少なくすることが
できる。
【００６０】
　また、上述した第２実施形態において撮像制御装置１は、携帯機器２からのビーコン信
号の受信強度に応じて撮影動作を行うようにしたが、携帯機器２からのビーコン信号の受
信強度に基づいて携帯機器２までの距離又はその位置を特定し、この距離又は位置が所定
の距離又は位置に達したタイミングを、携帯機器２が適正撮影距離の範囲内に到達したタ
イミングとして検出し、このタイミングで撮影動作を行うようにしてもよい。図１１は、
携帯機器２からのビーコン信号の受信強度と、撮像制御装置１を基準として携帯機器２ま
での距離又は携帯機器２の位置との関係を概念的に説明するための図である。
【００６１】
　すなわち、図１１は、その縦軸がビーコン信号の無線電波強度、横軸が携帯機器２の移
動方向を示し、また、矢印方向は、撮影方向を示している。ビーコン信号が強度（１）の
レベルの場合は、携帯機器２が撮像制御装置１の電波受信可能距離まで接近した状態であ
ることを示し、撮像制御装置１と携帯機器２とは距離（１）、位置（１）の関係にあるこ
とを示している。また、ビーコン信号が強度（２）のレベルの場合は、携帯機器２が撮像
制御装置１の適正撮影距離の範囲内に到達した状態であることを示し、撮像制御装置１と
携帯機器２とは距離（２）、位置（２）の関係にあることを示している。ビーコン信号が
強度（３）のレベルの場合は、携帯機器２が撮像制御装置１の設置位置を通過して適正撮
影距離の範囲外に遠ざかった状態であることを示し、撮像制御装置１と携帯機器２とは距
離（３）、位置（３）の関係にあることを示している。
【００６２】
　このようにビーコン信号の受信強度から携帯機器２までの距離又は位置を特定する場合
には、受信強度を距離又は位置に変換するための変換テーブル（図示省略）を用意すれば
よい。この場合、距離（１）、（２）、（３）、位置（１）、（２）、（３）は、撮像制
御装置１の設置位置を基準とした値で、距離（１）、（２）、位置（１）、（２）はマイ
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ナスの値、距離（３）、位置（３）はプラスの値となるようにしてもよく、また、受信強
度が所定の範囲（受信強度±ａ）内にあれば、距離（１）又は位置（１）、次の所定の範
囲（受信強度±ｂ）にあれば、距離（２）又は位置（２）としてもよい。また、図１０の
フローチャートにおいて、そのステップＤ１０に代えて、変換テーブルを参照して受信強
度を距離又は位置に変換する処理を行った後、距離又は位置が所定値であるかを判別する
ようにすれば、実現可能となる。
【００６３】
　このようにビーコン信号の受信強度に基づいて携帯機器２までの距離又はその位置を特
定することにより、受信強度を距離又はその位置として扱うことができると共に、携帯機
器２が撮像制御装置１に接近しているのか離れているのかを容易に判別することが可能と
なり、適切な撮影タイミングで撮影を行うことが可能となる。
【００６４】
　なお、第１実施形態では、携帯機器２が撮像制御装置１の電波受信可能距離まで接近し
てから適正撮影距離の範囲内に到達するまでに要する所要時間が経過するタイミングで撮
影動作を行い、第２実施形態では、ビーコン信号の受信強度が所定値以上に増大したこと
を条件に撮影動作を行うようにしたが、この第１及び第２実施形態の組み合わせ、つまり
、
所要時間が経過したこと及びビーコン信号の受信強度が所定値以上に増大したことを条件
に撮影動作を行うようにしてもよい。これによって撮影タイミングをより適切に判断する
ことが可能となる。更に、第１実施形態での撮影タイミング検出方法、第２実施形態での
撮影タイミング検出方法を参加者毎に選択可能としてもよい。
【００６５】
　なお、上述した第２実施形態においては、無線電波（ビーコン信号）の受信強度が増加
しているタイミングで撮影動作を制御するようにしたので、携帯機器２の移動方向に対す
る正面側をより的確に捉えて撮影することができるが、無線電波（ビーコン信号）の受信
強度が減少するタイミングで撮影動作を制御するようにしてもよく、この場合には、携帯
機器２の移動方向に対する背面側をより的確に捉えて撮影することができる。つまり、過
去に撮影した撮影画像を一時記憶するために上述の一時メモリや処理を必要とせずに、携
帯機器２の移動方向に対して所望の方向（任意の方向）から撮影を行うことが可能となる
。
【００６６】
　（第３実施形態）
　以下、この発明の第３実施形態について図１２～図１４を参照して説明する。
　なお、上述した第１及び第２実施形態においては、携帯機器２がビーコン信号を発信し
、撮像制御装置１がそのビーコン信号を受信して、その受信状況に基づいて撮影動作を制
御するようにしたが、第３実施形態では、それとは逆に、撮像制御装置１がビーコン信号
を発信し、携帯機器２がそのビーコン信号を受信して、その受信状況に基づいて撮影動作
を制御するようにしたものである。すなわち、第３実施形態の携帯機器２は、当該機器自
体が移動する所定位置が撮影エリアとして設置されている撮像制御装置１側から発せられ
るビーコン信号を受信すると、このビーコン信号の受信状況を検出し、この受信状況に基
づいて撮像制御装置１に対して撮影指示信号を送信するようにしている。ここで、第１及
び第３実施形態において基本的あるいは名称的に同一のものは、同一符号を付して示し、
その説明を省略すると共に、以下、第３実施形態の特徴部分を中心に説明するものとする
。
【００６７】
　図１２は、第３実施形態において管理サーバ装置５の動作概要（実施形態の特徴的な動
作）を説明するためのフローチャートであり、電源投入に応じて実行開始される。
　先ず、管理サーバ装置５は、マラソン大会を開催するに当たってその参加者を募集して
いる募集期間中において、その応募申込みを受け付けたかを調べたり（ステップＥ１）、
電源オフ操作が行われたかを調べたりする（ステップＥ２）。いま、マラソン大会への応
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募申込みを受け付けたときには（ステップＥ１でＹＥＳ）、その参加登録用の登録シート
をその応募者側（携帯機器２あるいは他の端末装置）に送信する（ステップＥ４）。そし
て、必要事項が記載された登録シートがその応募者から返信されると、その記載内容をユ
ーザテーブル５ａに追加登録する処理を行う（ステップＥ５）。
【００６８】
　この場合、管理サーバ装置５は、「ユーザＩＤ」、「機器ＩＤ」、「平均走行速度」、
「希望撮影エリア」「希望エリア別撮影条件」を含むレコードを生成してユーザテーブル
５ａに追加登録する。そして、予め決められている撮像制御装置１の電波到達可能距離（
無線ＬＡＮの通信有効エリア）、撮像制御装置１の適正撮影距離、ユーザの「平均走行速
度」に基づいて、参加者所持の携帯機器２が撮像制御装置１の電波到達可能距離に到達し
てから適正撮影距離に到達するまでに要する所要時間を特定し（ステップＥ６）、ユーザ
テーブル５ａの「適正撮影距離までの所要時間」の項目に追加登録する（ステップＥ７）
。そして、今回追加登録したレコード内容を当該携帯機器２にユーザレコードとして送信
する（ステップＥ８）。以下、応募申込みを受け付ける毎に上述の動作を繰り返す（ステ
ップＥ１～Ｅ８）。
【００６９】
　また、電源がオフされなかったときには（ステップＥ２でＮＯ）、その他の操作に応じ
た処理に移る（ステップＥ３）。例えば、上述のようにマラソンコースに沿って設置され
ている複数の撮像制御装置１を順次指定しながら撮影準備を指示するスタンバイ指令を送
信する処理を行ったり、各撮像制御装置１によって撮影された各撮影画像を収集して記憶
管理する処理を行ったり、参加者などが希望する撮影画像をそのユーザ端末に対して配信
して画像販売を行ったりする。
【００７０】
　図１３は、第３実施形態において携帯機器２側の動作概要（実施形態の特徴的な動作）
を説明するためのフローチャートである。
　携帯機器２の制御部２１は、ユーザ操作によりマラソンアプリが起動されると、無線Ｌ
ＡＮ通信部２６を起動させる（ステップＦ１）。そして、撮像制御装置１からのビーコン
信号を待ち受ける状態となる（ステップＦ２）。ここで、撮像制御装置１からのビーコン
信号をしたときには（ステップＦ２でＹＥＳ）、つまり、参加者所持の携帯機器２が撮像
制御装置１の電波到達可能距離に到達したときには、そのビーコン信号から撮像制御装置
１が設置されている撮影エリアを識別するエリアＩＤを取得する（ステップＦ３）。
【００７１】
　そして、マラソン大会への応募時に管理サーバ装置５から送信されたユーザレコード、
つまり、「ユーザＩＤ」、「機器ＩＤ」、「希望撮影エリア」、「希望エリア別撮影条件
」、「適正撮影距離までの所要時間」を含むユーザレコードを参照し（ステップＦ４）、
上述のエリアＩＤに基づいて撮影エリアは「希望撮影エリア」であるかを調べる（ステッ
プＦ５）。ここで、「希望撮影エリア」でなければ（ステップＦ５でＮＯ）、今回受信し
たビーコン信号を無視するために上述の待ち受け状態（ステップＦ２）に戻るが、「希望
撮影エリア」であれば（ステップＦ５でＹＥＳ）、撮影済みフラグ（図示省略）はオンさ
れているかを調べる（ステップＦ６）。
【００７２】
　この撮影済みフラグは、撮像制御装置１のエリア内で撮影済みであることを示すフラグ
であり、撮影済みフラグがオンされていれば（ステップＦ６でＹＥＳ）、今回受信したビ
ーコン信号を無視するために上述の待ち受け状態（ステップＦ２）に戻る。いま、撮像制
御装置１の電波到達可能距離に到達した時点では、撮影済みフラグはオフされているので
（ステップＦ６でＮＯ）、ステップＦ７に移り、上述のユーザレコードから「適正撮影距
離までの所要時間」を取得し、この所要時間を減算タイマ（図示省略）にセットしてその
タイマ計測動作をスタートさせる（ステップＦ８）。
【００７３】
　そして、この減算タイマはタイムアウトであるかを調べ（ステップＦ９）、タイムアウ
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トでなければ（ステップＦ９でＮＯ）、上述の待ち受け状態（ステップＦ２）に戻るが、
タイムアウトとなれば（ステップＦ９でＹＥＳ）、その参加者（携帯機器２）が適正撮影
距離に到達した場合であるから、上述のユーザレコードから「ユーザＩＤ」又は「機器Ｉ
Ｄ」及び「希望エリア別撮影条件」を読み出す（ステップＦ１０）。そして、「ユーザＩ
Ｄ」又は「機器ＩＤ」及び「希望エリア別撮影条件」を含む撮影指示信号を撮像制御装置
１に送信する処理（ステップＦ１１）を行った後、上述の撮影済みフラグをオンする（ス
テップＦ１２）。ここで、ゴール地点に到達したり、途中でリタイヤしたりした場合にマ
ラソンアプリの終了を指示する操作が行われたかを調べ（ステップＦ１３）、終了指示が
なければ（ステップＦ１３でＮＯ）、上述の待ち受け状態（ステップＦ２）に戻るが、終
了指示があれば（ステップＦ１３でＹＥＳ）、図１３のフローの終了となる。
【００７４】
　図１４は、第３実施形態において撮像制御装置１側の動作概要（実施形態の特徴的な撮
影制御に関する動作）を説明するためのフローチャートである。
　先ず、撮像制御装置１の制御部１１は、管理サーバ装置５から撮影準備を指示するスタ
ンバイ指令を受信したときには（ステップＧ１でＹＥＳ）、無線ＬＡＮ通信部１７を起動
させる（ステップＧ２）。そして、撮像制御装置１が設置されている撮影エリアを識別す
るためのエリアＩＤを含むビーコン信号を一定時間毎に発信する動作を開始する（ステッ
プＧ３）。そして、携帯機器２からの撮影指示信号を待ち受ける状態となる（ステップＧ
４）。
【００７５】
　いま、携帯機器２からの撮影指示信号を受信すると（ステップＧ４でＹＥＳ）、その撮
影指示信号に含まれている「希望エリア別撮影条件」を取得し（ステップＧ５）、撮像部
１５を起動してその撮影条件に応じた撮影動作を開始してその撮影画像を圧縮記録する撮
影処理を行う（ステップＧ６）。この場合、例えば、複数コマを高速に連続撮影する動作
を行う。また、撮影画像を圧縮して記録する際には、その「ユーザＩＤ」又は「機器ＩＤ
」に対応付けて画像メモリ１３ｃに記録保存する。ここで、全ての参加者が撮像制御装置
１を通過した場合などのように撮影終了を指示する操作が行われたかを調べ（ステップＧ
７）、撮影終了が指示されるまで上述の撮影指示信号の待ち受け状態に戻る（ステップＧ
４）。以下、撮影指示信号を受信する毎に上述の動作を繰り返す（ステップＧ４～Ｇ７）
。そして、撮影終了が指示されたときには（ステップＧ７でＹＥＳ）、図１４のフローの
終了となる。
【００７６】
　以上のように、第３実施形態において携帯機器２は、その携帯機器２が移動する所定位
置を撮影エリアとして撮像制御装置１が設置されている状態において、撮像制御装置１側
から発せられるビーコン信号を受信すると、このビーコン信号の受信状況を検出し、この
受信状況に基づいて撮像制御装置１に撮影指示信号を送信するようにしたから、移動する
被写体（携帯機器２所持の参加者）を所定の位置で自動撮影する際に、その被写体の出現
を的確に捉えて所定の撮影動作を実行することができ、所定の撮影動作を失敗したり無駄
に実行することを防ぐことが可能となる。
【００７７】
　携帯機器２は、移動に伴って変化する無線電波の受信強度を検出し、この受信強度に基
づいて撮影指示信号を送信するようにしたので、携帯機器２側にＧＰＳ機能が備えられて
いなくても適切なタイミングで撮影指示信号を送信することができる。
【００７８】
　携帯機器２は、検出した受信強度に基づいて撮像制御装置１側の電波到達可能距離まで
接近してから所要時間が経過したタイミングを、撮像制御装置１による適正撮影距離の範
囲内に到達したタイミングとして検出し、このタイミングで撮影指示信号を送信するよう
にしたので、適正撮影距離に到達したことを的確に捉えて撮影指示信号を送信することが
できる。
【００７９】
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　なお、第３実施形態においても、上述した第１実施形態と同様に、電波受信可能距離に
達してから電波受信不能距離に達するまでの間、撮像制御装置１に撮影動作を継続させる
と共に、一定数の画像を一時記憶するメモリにその撮影画像を循環的に順次記録する動作
を行わせる。このように一時メモリの内容を常に更新させながら撮影動作を継続させてい
る状態において、携帯機器２は、電波受信不能距離に達したことを検出すると、その検出
時から所定時間だけ過去に遡った位置に一時記憶されている撮影画像を記録保存させるよ
うにしてもよい。
【００８０】
　（第４実施形態）
　以下、この発明の第４実施形態について図１５を参照して説明する。
　なお、上述した第３実施形態において携帯機器２は、撮像制御装置１の電波到達可能距
離まで携帯機器２が接近してから適正撮影距離の範囲内に到達するまでに要する所要時間
を特定し、この所要時間が経過するタイミングで撮影指示信号を送信するようにしたが、
この第４実施形態において携帯機器２は、撮像制御装置１からのビーコン信号の受信強度
が所定値以上に達したタイミングで撮影指示信号を送信するようにしている。すなわち、
第４実施形態において携帯機器２は、撮像制御装置１への接近するに伴って増大するビー
コン信号の受信強度が所定の強度以上に達したタイミングを、携帯機器２が適正撮影距離
の範囲内に到達したタイミングとして検出し、このタイミングで撮影指示信号を送信する
ようにしている。ここで、第１及び第４実施形態において基本的あるいは名称的に同一の
ものは、同一符号を付して示し、その説明を省略すると共に、以下、第４実施形態の特徴
部分を中心に説明するものとする。
【００８１】
　図１５は、第４実施形態において携帯機器２側の動作概要（実施形態の特徴的な動作）
を説明するためのフローチャートである。なお、図１３のフローチャートと基本的に同一
部分は簡単に説明するものとする。
　先ず、図１３のフローと同様に、携帯機器２は、ユーザ操作によりマラソンアプリが起
動されると、無線ＬＡＮ通信部２６を起動（ステップＨ１）させた後、撮像制御装置１か
らのビーコン信号の待ち受け状態となるが（ステップＨ２）、ビーコン信号を受信したと
きには（ステップＨ２でＹＥＳ）、エリアＩＤをそのビーコン信号から取得する（ステッ
プＨ３）。
【００８２】
　そして、ユーザレコードを参照し（ステップＨ４）、上述のエリアＩＤに基づいて「希
望撮影エリア」であるかを調べ（ステップＨ５）、「希望撮影エリア」でなければ（ステ
ップＨ５でＮＯ）、上述の待ち受け状態（ステップＨ２）に戻るが、「希望撮影エリア」
であれば（ステップＨ５でＹＥＳ）、撮影済みフラグ（図示省略）はオンされているかを
調べる（ステップＨ６）。いま、撮影済みフラグがオンされていれば（ステップＨ６でＹ
ＥＳ）、上述の待ち受け状態（ステップＨ２）に戻るが、撮影済みフラグがオフされてい
れば（ステップＨ６でＮＯ）、ビーコン信号の受信強度を検出する（ステップＨ７）。そ
して、この受信強度が所定値以上に達したか、つまり、携帯機器２の接近によって受信強
度が増大して、適正撮影距離の範囲内に到達したかを調べる（ステップＨ８）。
【００８３】
　いま、受信強度が所定値未満であれば（ステップＨ８でＮＯ）、上述の待ち受け状態に
戻るが（ステップＨ２）、所定値以上に達したときには（ステップＨ８でＹＥＳ）、つま
り、携帯機器２が接近して適正撮影距離に到達したときには、上述のユーザレコードから
「ユーザＩＤ」又は「機器ＩＤ」及び「希望エリア別撮影条件」を読み出す（ステップＨ
９）。そして、「ユーザＩＤ」又は「機器ＩＤ」及び「希望エリア別撮影条件」を含む撮
影指示信号を撮像制御装置１に送信する処理（ステップＨ１０）を行った後、上述の撮影
済みフラグをオンする（ステップＨ１１）。以下、終了が指示されるまで（ステップＨ１
２）、上述の待ち受け状態（ステップＨ２）に戻るが、終了が指示されたときには（ステ
ップＨ１２でＹＥＳ）、図１５のフローの終了となる。
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【００８４】
　以上のように、第４実施形態において携帯機器２は、撮像制御装置１への接近するに伴
って増大するビーコン信号の受信強度が所定の強度以上に達したタイミングを、携帯機器
２が適正撮影距離の範囲内に到達したタイミングとして検出し、このタイミングで撮影指
示信号を送信するようにしたので、携帯機器２側にＧＰＳ機能が備えられていなくても撮
像制御装置１への接近を的確に捉えて撮影指示することができ、撮影の失敗や無駄な撮影
を防ぐことが可能となる。
【００８５】
　なお、上述した第４実施形態において携帯機器２は、撮像制御装置１からのビーコン信
号の受信強度に応じて撮影指示信号を送信するようにしたが、ビーコン信号の受信強度に
基づいて携帯機器２までの距離又はその位置を特定し、この距離又は位置が所定の距離又
は位置に達したタイミングを、携帯機器２が適正撮影距離の範囲内に到達したタイミング
として検出し、このタイミングで撮影動作を行うようにしてもよい。このようにビーコン
信号の受信強度に基づいて携帯機器２までの距離又はその位置を特定することにより、携
帯機器２が撮像制御装置１に接近しているのか離れているのかを容易に判別することが可
能となり、適切な撮影タイミングで撮影を行うことが可能となる。
【００８６】
　上述した第４実施形態においてビーコン信号の受信強度が所定の強度以上に達したタイ
ミングを、携帯機器２が適正撮影距離の範囲内に到達したタイミングとして検出するよう
にしたが、ビーコン信号の受信強度の変化状態（例えば、比率、変化量）が所定の値に達
したタイミングを、携帯機器２が適正撮影距離の範囲内に到達したタイミングとして検出
するようにしてもよい。このように受信強度の変化状態とすることによりビーコン信号の
出力強度が相違したり、撮像制御装置１毎にその受信感度が相違したりしてもその影響を
少なくすることが可能となる。
【００８７】
　上述した第４実施形態においても、上述した第３実施形態と同様に、無線電波（ビーコ
ン信号）の受信強度が減少するタイミングで撮影動作を制御させるようにしてもよい。
【００８８】
　なお、第３実施形態では、携帯機器２が撮像制御装置１の電波受信可能距離まで接近し
てから適正撮影距離の範囲内に到達するまでに要する所要時間が経過するタイミングで指
示信号を送信し、第４実施形態では、ビーコン信号の受信強度が所定値以上に増大したこ
とを条件に撮影指示信号を送信するようにしたが、この第３及び第４実施形態の組み合わ
せ、つまり、所要時間が経過したこと及びビーコン信号の受信強度が所定値以上に増大し
たことを条件に指示信号を送信するようにしてもよい。これによって撮影タイミングをよ
り適切に判断することが可能となる。更に、第３実施形態での撮影タイミング検出方法、
第４実施形態での撮影タイミング検出方法を参加者毎に選択可能としてもよい。
【００８９】
　上述した各実施形態においては、撮像制御装置１又は携帯機器２から発信される発信電
波強度（出力強度）を一定としたが、撮像制御装置１又は携帯機器２毎にその発信電波強
度が異なる場合であってもよい。この場合、撮像制御装置１又は携帯機器２毎に電波受信
可能距離（電波到達可能距離）が異なるようになるが、撮像制御装置１又は携帯機器２を
識別して撮像制御装置１又は携帯機器２毎に電波受信可能距離（電波到達可能距離）を求
めるようにすればよい。
【００９０】
　上述した各実施形態においては、電波受信可能距離（電波到達可能距離）に達してから
適正撮影距離の範囲内に到達するまでにビーコン信号が途切れた場合については言及しな
かったが、この場合には、マラソンの途中でリタイヤとしたものとして判断して撮影を行
わないようにしてもよい。
【００９１】
　上述した各実施形態においては、撮影動作の停止については言及しなかったが、携帯機
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器２から離反するに伴ってビーコン信号の受信強度が減少したことを検出した際に、撮影
動作を停止させるようにしてもよい。これによって参加者が通り過ぎる撮影することが可
能となる。
【００９２】
　上述した各実施形態においては、撮像画像の配信サービスについては言及しなかったが
、撮影の直後に撮像制御装置１から携帯機器２に対して撮影画像を配信するようにしても
よい。この場合、携帯機器２が音楽プレーヤのように表示部を備えていなければ、受信し
た撮影画像をＳＤカードなどの可搬型記録メディアに記録保存しておけばよく、また、ス
マートフォンのように表示部を備えていれば、受信した撮影画像を記録保存すると共に表
示部に表示させるようにしてもよい。
【００９３】
　また、マラソン大会の終了時に管理サーバ装置５は、各撮像制御装置１から撮影画像を
収集して記録保存しておき、後で画像購入を希望するユーザの端末装置に対してその画像
を配信して販売するようにしてもよい。この場合、撮像制御装置１が所定の撮影動作とし
て動画撮影を行う場合には、各撮影エリアで撮影された動画像を撮影時刻順に並べて結合
する編集処理を行った後、ユーザに提供するようにしてもよい。このことは、動画撮影に
限らず、各撮影エリア毎で静止画の連続撮影を行った場合でも同様の編集処理を行った後
、ユーザに提供するようにしてもよい。
【００９４】
　上述した各実施形態においては、撮像制御装置１、携帯機器２のほかに管理サーバ装置
５を備え、この管理サーバ装置５が応募申込みを受け付けるようにしたが、撮像制御装置
１にサーバ機能を備えることによって撮像制御装置１側で応募申込みを行うようにしても
よい。
【００９５】
　上述した各実施形態においては、マラソン大会の参加者を撮影するようにしたが、マラ
ソン大会に限らず、ウオーキングやレクリエーションなどの参加者を撮影する場合であっ
てもよい。
【００９６】
　上述した各実施形態においては、撮像制御装置１と携帯機器２との通信手段として、無
線ＬＡＮ機能（ＷＩ-Ｆｉ）を使用したが、短距離無線通信技術のBluetooth（登録商標：
ブルートゥス）又は赤外線通信技術などを使用するようにしてもよい。
【００９７】
　上述した各実施形態においては、マラソン大会の参加者を撮影するようにしたが、マラ
ソン大会に限らず、ウオーキングやレクリエーションなどの参加者を撮影する場合であっ
てもよい。
【００９８】
　上述した各実施形態においては携帯機器２として音楽プレーヤに適用した場合を示した
が、スマートフォン以外の携帯電話機、電子ゲーム、個人向け携帯型情報通信機器などで
あってもよい。
【００９９】
　また、上述した各実施形態において示した“装置”や“部”とは、機能別に複数の筐体
に分離されていてもよく、単一の筐体に限らない。また、上述したフローチャートに記述
した各ステップは、時系列的な処理に限らず、複数のステップを並列的に処理したり、別
個独立して処理したりするようにしてもよい。
【０１００】
　以上、この発明の実施形態について説明したが、この発明は、これに限定されるもので
はなく、特許請求の範囲に記載された発明とその均等の範囲を含むものである。
　以下、本願出願の特許請求の範囲に記載された発明を付記する。
（付記）
（請求項１）
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　請求項１に記載の発明は、
　携帯機器が移動する所定位置を撮影エリアとして設置される撮像手段と、
　前記携帯機器から発せられる無線電波を受信する受信手段と、
　前記受信手段が受信した無線電波に基づいて、前記携帯機器が移動するに伴って変化す
る無線電波の受信状況を検出する検出手段と、
　前記検出手段によって検出された受信状況に基づいて前記撮像手段による所定の撮影動
作を制御する制御手段と、
　を備えたことを特徴とする撮像制御装置である。
（請求項２）
　請求項２に記載の発明は、請求項１に記載の撮像制御装置において、
　前記検出手段は、前記携帯機器の移動に伴って変化する無線電波の受信強度を受信状況
として検出し、
　前記制御手段は、前記検出手段によって検出された受信強度に基づいて前記所定の撮影
動作を制御する、
　ようにしたことを特徴とする撮像制御装置である。
（請求項３）
　請求項３に記載の発明は、請求項２に記載の撮像制御装置において、
　前記検出手段は、前記携帯機器が移動するに伴って変化する無線電波の受信強度に基づ
いて該携帯機器までの距離が前記受信手段の電波受信不能距離と電波受信可能距離の間で
変化したかを検出し、この変化の検出タイミングから所要時間だけ前又は後のタイミング
を受信状況として検出し、
　前記制御手段は、前記検出手段によって検出されたタイミングで前記所定の撮影動作を
制御する、
　ようにしたことを特徴とする撮像制御装置である。
（請求項４）
　請求項４に記載の発明は、請求項３に記載の撮像制御装置において、
　前記検出手段は、前記携帯機器が移動するに伴って変化する無線電波の受信強度及び変
化の方向に基づいて該携帯機器までの距離が前記受信手段の電波受信不能距離から電波受
信可能距離へと変化したか、電波受信可能距離から電波受信不能距離へと変化したかを検
出し、この変化の検出タイミングから所要時間だけ前又は後のタイミングを受信状況とし
て検出し、
　前記制御手段は、前記検出手段によって検出されたタイミングで前記所定の撮影動作を
制御する、
　ようにしたことを特徴とする撮像制御装置である。
（請求項５）
　請求項５に記載の発明は、請求項３に記載の撮像制御装置において、
　前記検出手段は、前記携帯機器が接近するに伴って増大する無線電波の受信強度に基づ
いて該携帯機器が前記受信手段の電波受信可能距離まで接近したかを検出し、この電波受
信可能距離まで接近してから前記撮像手段による適正撮影距離の範囲内に到達するまでに
要する所要時間が経過したタイミングを受信状況として検出し、
　前記制御手段は、前記検出手段によって検出されたタイミングで前記所定の撮影動作を
制御する、
　ようにしたことを特徴とする撮像制御装置である。
（請求項６）
　請求項６に記載の発明は、請求項２に記載の撮像制御装置において、
　前記検出手段は、前記携帯機器が移動するに伴って変化する無線電波の受信強度を受信
状況として検出すると共に、その受信強度の変化が所定の変化状態を示すタイミングを、
前記携帯機器が前記撮像手段による適正撮影距離の範囲内に到達したタイミングとして検
出し、
　前記制御手段は、前記検出手段によって検出されたタイミングで前記所定の撮影動作を
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制御する、
　ようにしたことを特徴とする請求項２に記載の撮像制御装置。
（請求項７）
　請求項７に記載の発明は、請求項６に記載の撮像制御装置において、
　前記検出手段は、前記携帯機器が移動するに伴って変化する無線電波の受信強度および
変化の方向を受信状況として検出すると共に、その受信強度の変化及び変化方向が所定の
変化状態を示すタイミングを、前記携帯機器が前記撮像手段による適正撮影距離の範囲内
に到達したタイミングとして検出し、
　前記制御手段は、前記検出手段によって検出されたタイミングで前記所定の撮影動作を
制御する、
　ようにしたことを特徴とする撮像制御装置である。
（請求項８）
　請求項８に記載の発明は、請求項６に記載の撮像制御装置において、
　前記検出手段は、前記携帯機器が接近するに伴って増大する無線電波の受信強度を受信
状況として検出すると共に、その受信強度が所定の強度以上に達したタイミングを、前記
携帯機器が前記撮像手段による適正撮影距離の範囲内に到達したタイミングとして検出し
、
　前記制御手段は、前記検出手段によって検出されたタイミングで前記所定の撮影動作を
制御する、
　ようにしたことを特徴とする撮像制御装置である。
（請求項９）
　請求項９に記載の発明は、請求項２に記載の撮像制御装置において、
　前記検出手段は、前記携帯機器が接近するに伴って増大する無線電波の受信強度を受信
状況として検出し、更に、この受信強度に基づいて前記携帯機器までの距離又はその位置
が所定の距離又は位置に達したタイミングを、前記携帯機器が前記撮像手段による適正撮
影距離の範囲内に到達したタイミングとして検出し、
　前記制御手段は、前記検出手段によって検出されたタイミングで前記所定の撮影動作を
制御する、
　ようにしたことを特徴とする撮像制御装置である。
（請求項１０）
　請求項１０に記載の発明は、請求項１～請求項９のいずれか１項に記載の撮像制御装置
において、
　前記撮像手段による所定の撮影動作によって撮影された画像を記録する画像記録手段を
更に備え、
　前記受信手段は、前記携帯機器から発せられる無線電波として、少なくとも該携帯機器
又はその利用者を識別する識別情報を含む撮影指示信号を受信し、
　前記画像記録手段は、前記受信手段が受信した識別情報と前記撮像手段の撮影動作によ
って撮影された画像とを対応付けて記録する、
　ようにしたことを特徴とする撮像制御装置である。
（請求項１１）
　請求項１１に記載の発明は、請求項１０に記載の撮像制御装置において、
　前記受信手段が受信した識別情報は、予め登録されている撮影対象の識別情報であるか
否かを判別する判別手段を更に備え、
　前記制御手段は、前記判別手段によって撮影対象の識別情報であることが判別されたこ
とを条件に、前記撮像手段による所定の撮影動作を開始する、
　ようにしたことを特徴とする撮像制御装置である。
（請求項１２）
　請求項１２に記載の発明は、
　撮影指示信号を送信する携帯機器であって、
　当該携帯機器自体が移動する所定位置を撮影エリアとして設置される撮像制御装置側か



(22) JP 6252967 B2 2017.12.27

10

20

30

40

50

ら発せられる無線電波を受信する受信手段と、
　前記受信手段が受信した無線電波に基づいて、前記携帯機器が移動するに伴って変化す
る無線電波の受信状況を検出する検出手段と、
　前記検出手段によって検出された受信状況に基づいて前記撮像制御装置に対して無線電
波により前記撮影指示信号を送信する送信手段と、
　を備えたことを特徴とする携帯機器である。
（請求項１３）
　請求項１３に記載の発明は、請求項１２に記載の携帯機器において、
　前記検出手段は、当該携帯機器の移動に伴って変化する無線電波の受信強度を受信状況
として検出し、
　前記送信手段は、前記検出手段によって検出された受信強度に基づいて前記撮影指示信
号を送信する、
　ようにしたことを特徴とする携帯機器である。
（請求項１４）
　請求項１４に記載の発明は、請求項１３に記載の携帯機器において、
　前記検出手段は、当該携帯機器が接近するに伴って増大する無線電波の受信強度を受信
状況として検出し、更に、この受信強度に基づいて前記撮像制御装置側の電波到達可能距
離まで接近してから所要時間が経過したタイミングを、前記撮像制御装置による適正撮影
距離の範囲内に到達したタイミングとして検出し、
　前記送信手段は、前記検出手段によって検出されたタイミングで前記撮影指示信号を送
信する、
　ようにしたことを特徴とする携帯機器である。
（請求項１５）
　請求項１５に記載の発明は、請求項１３に記載の携帯機器において、
　前記検出手段は、当該携帯機器が接近するに伴って増大する無線電波の受信強度を受信
状況として検出し、更に、この受信強度が所定の強度以上に達したタイミングを、前記撮
像制御装置による適正撮影距離の範囲内に到達したタイミングとして検出し、
　前記送信手段は、前記検出手段によって検出されたタイミングで前記撮影指示信号を送
信する、
　ようにしたことを特徴とする携帯機器である。
（請求項１６）
　請求項１６に記載の発明は、請求項１３に記載の携帯機器において、
　前記検出手段は、当該携帯機器が接近するに伴って増大する無線電波の受信強度を受信
状況として検出し、更に、この受信強度に基づいて前記撮像制御装置までの距離又はその
位置が所定の距離又は位置に達したタイミングを、前記撮影装置による適正撮影距離の範
囲内に到達したタイミングとして検出し、
　前記送信手段は、前記検出手段によって検出されたタイミングで前記撮影指示信号を送
信する、
　ようにしたことを特徴とする携帯機器である。
（請求項１７）
　請求項１７に記載の発明は、
　移動する被写体が所持する携帯機器と、その被写体が通る所定位置を撮影エリアとして
設置されている撮像制御装置とを備えた撮影システムであって、
　前記携帯機器と撮像制御装置との間で無線電波を送受信する通信手段と、
　前記無線電波を受信した場合に、前記携帯機器が移動するに伴って変化する無線電波の
受信状況を検出する検出手段と、
　前記検出手段によって検出された受信状況に基づいて、前記撮像制御装置による所定の
撮影動作を制御する制御手段と、
　を備えたことを特徴とする撮影システムである。
（請求項１８）
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　請求項１８に記載の発明は、
　移動する携帯機器から発せられる無線電波を受信するステップと、
　前記無線電波を受信した場合に、前記携帯機器が移動するに伴って変化する無線電波の
受信状況を検出するステップと、
　前記検出された受信状況に基づいて、携帯機器の移動する所定位置を撮影エリアとして
設置されている撮像手段による所定の撮影動作を制御するステップと、
　を含むことを特徴とする撮像制御方法である。
（請求項１９）
　請求項１９に記載の発明は、
　コンピュータに対して、
　移動する携帯機器から発せられる無線電波を受信する機能と、
　前記無線電波を受信した場合に、前記携帯機器が移動するに伴って変化する無線電波の
受信状況を検出する機能と、
　前記検出された受信状況に基づいて、携帯機器の移動する所定位置を撮影エリアとして
設置される撮像手段による所定の撮影動作を制御する機能と、
　を実現させるためのプログラムである。
（請求項２０）
　請求項２０に記載の発明は、
　携帯機器が移動する所定位置を撮影エリアとして設置される撮像制御装置側から発せら
れる無線電波を受信するステップと、
　前記受信した無線電波に基づいて、前記携帯機器自体が移動するに伴って変化する無線
電波の受信状況を検出するステップと、
　前記検出された受信状況に基づいて前記撮像制御装置に対して無線電波により前記撮影
指示信号を送信するステップと、
　を含むことを特徴とする撮像制御方法である。
（請求項２１）
　請求項２１に記載の発明は、
　コンピュータに対して、
　携帯機器が移動する所定位置を撮影エリアとして設置される撮像制御装置側から発せら
れる無線電波を受信する機能と、
　前記受信した無線電波に基づいて、前記携帯機器自体が移動するに伴って変化する無線
電波の受信状況を検出する機能と、
　前記検出された受信状況に基づいて前記撮像制御装置に対して無線電波により前記撮影
指示信号を送信する機能と、
　を実現させるためのプログラムである。
【符号の説明】
【０１０１】
　１　撮像制御装置
　２　携帯機器
　３　公衆無線通信網
　４　インターネット
　５　管理サーバ装置
　５ａ　ユーザテーブル
　１１、２１　制御部
　１３、２３　記憶部
　１５　撮像部
　１７、２６　無線ＬＡＮ通信部
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